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成年後見制度利用促進基本計画に係る中間検証報告書のポイント②

今後の対応

今後の対応

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

４ 優先して取り組む事項

ア 地域連携ネットワークづくり・機能強化

・ 市町村・都道府県における体制整備の推進（補助事業・研修）

・ 全国権利擁護相談窓口を通じた専門的助言の実施

・ 成年後見制度利用促進ポータルサイトにおける広報

・ 中核機関の整備状況 1,187市町村(R6.4)

・ 地域共生社会の在り方検討会議における検討(R6.6～)

・ 地域連携ネットワークの関係機関等における相互理解の継続

イ 包括的・多層的な支援体制づくりの促進

・ 成年後見制度の関連諸制度間の連携推進に向けた取組

・ 利用促進に向けた周知活動の継続

・ 任意後見監督人選任の申立てを促す文書送付・利用状況に関する意

識調査の実施(R4.12)

⑴ 任意後見制度の利用促進

⑵ 担い手の確保・育成等の推進

⑶ 市町村長申立ての適切な実施・成年後見制度利用支援事業の推進

⑷ 地方公共団体による行政計画等の策定

⑸ 都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくり

・ 市民後見人養成者数 25,607人(R6.4)

・ 法人後見実施法人数 1,317法人(R6.4)

・ 市町村・中核機関等による親族後見人に対する支援

⑴ 任意後見制度の利用促進

⑵ 担い手の確保・育成等の推進

⑶ 市町村長申立ての適切な実施・成年後見制度利用支援事業の推進

⑷ 地方公共団体による行政計画等の策定

⑸ 都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくり

・ 都道府県・市町村に対する事務連絡の発出(R5.5)

・ 市町村による計画策定・必要な見直し 1,358市町村(R6.4)

・ 都道府県における取組方針の策定 28都道府県(R6.4)

・ 市町村向けの相談窓口の設置、専門アドバイザーの配置

・ 都道府県による協議会設置状況 37都道府県(R6.4)

・ 市町村によるネットワークづくりへの主体的な取組の継続

・ 都道府県による市町村では担えないネットワークづくりの主導

・ 地域連携ネットワークの各支援機能の強化に向けた取組の検討、中

核機関未整備地域における都道府県の協議会の活用促進 等

・ 地域共生社会の在り方検討会議における中核機関の位置づけ・役

割・名称に関する検討

・ 福祉行政と家庭裁判所における適時適切な連絡を可能とするための

しくみの整備

・ 周知活動の強化、利用促進のための更なる取組の検討

・ 法制審議会における調査審議を踏まえた所要の対応

・ 市民後見人の養成推進及び更なる活躍の場の提供の検討

・ 法人後見の担い手育成推進及びガイドラインの作成の検討

・ 親族後見人に対する支援の充実

・ 都道府県による市町村長申立てに関する研修の見直し

・ 地域支援事業・地域生活支援事業の必要な見直しを含めた対応の早

期検討

・ 市町村・都道府県における取組の充実

・ 専門アドバイザーの配置・活躍の促進等を通じた都道府県の更なる

機能強化を推進

各施策の進捗状況等

各施策の進捗状況等
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１．任意後見制度の利用促進に向けた周知啓発・理解促進・相談支援

○任意後見制度は、私的自治の尊重の観点から、本人が自ら締結した任意代理の委任契約に対して本人保護のための必要最小限度の
公的な関与を制度化したものである。

○その制度趣旨に鑑み、厚生労働省では、成年後見制度の利用促進全体の取組の中で、任意後見制度についても周知広報・相談支援
体制の強化を進めている。

任意後見制度の利用促進に向けて「知る」→「理解する」→「地域で相談・検討につなげる」という流れを、周知広報と相談支援体制
の強化により支えている。
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本人・家族等が、任意後
見制度を「将来に備える
選択肢」として知るきっか
けをつくる

ポータルサイト・広報による情報発信
 ポータルサイト「成年後見はやわかり」に、任意後見制度を含む制度情報を掲載
 任意後見契約をしている方のインタビューを含む制度説明動画を掲載
 任意後見制度のページへつながるインターネット広告を実施
 成年後見制度体制整備研修の中で任意後見に関する動画を掲載

①将来に備える制度
として「知る」
契機をつくる

任意後見制度の仕組み
や意義を理解し、将来へ
の不安を「事前の備え」と
して考える意識につなげる

全国セミナー等による普及啓発
 一般市民・関係者向けに、任意後見を含む成年後見制度の基礎を学ぶ機会

を提供
 判断能力があるうちに本人が将来に備えて検討する制度であることを分かりやす

く説明
 「まだ早い」ではなく、「元気なうちから考える制度」としての理解を促進

②制度の特徴を
「学び、理解する」
機会を提供する

地域の相談窓口が、任意
後見制度を含む制度の
選択肢を適切に説明し、
必要な検討や支援につな
げられるよう後押しする

K-ねっとによる相談対応・専門的助言
 市区町村・中核機関等からの相談に対応
 任意後見制度に関する相談も含め、専門職団体や専門相談員等の知見

を活用して助言
 相談内容の整理、関係機関との連携、権利擁護支援体制を後方支援
 相談を通じて把握した課題やFAQ等を都道府県、市町村・中核機関等

に共有

③地域で相談・案内
できる「体制」を
支える



成年後見制度利用促進体制整備研
修、意思決定支援研修資料、講義
動画をアップ。

２．成年後見制度利用促進ポータルサイトの運営等

○本人・家族等の利用や、自治体・中核機関の取組が促進されるよう、令和２年度よりポータルサイトの運営を実施。
○サイトには、保佐を利用している知的障害者・精神障害者、任意後見契約をしている高齢者、活躍している市民後見人のインタ

ビューを含む制度説明動画のほか、任意後見制度や成年後見制度の適切な利用を呼びかけるポスター、障害のある当事者向けの制
度説明パンフレット、成年後見制度利用促進体制整備研修や意思決定支援研修の研修資料・動画等も掲載。

○令和５年度に「47都道府県 中核機関の取組事例集」を作成し、全国の自治体、中核機関、職能団体等に送付。
○都道府県交流会（全４回。オンライン開催）を開催し、都道府県担当職員・社会福祉協議会職員・都道府県専門アドバイザー等参

加者間の交流を通じた成年後見制度利用促進・権利擁護支援の取組等の推進。

任意後見制度、法定後見制度それぞれに、利用
している当事者や支援者のインタビューを含む制度
の説明動画を掲載。

ポータルサイト閲覧実績:994,285回（令和7年4月～令和8年3月） ◆ サイト名:成年後見はやわかり（URL:https://guardianship.mhlw.go.jp/）

活躍している市民後見人、法人後見の担当職員
へのインタビューを含む説明動画を掲載。活動内容
や意義、活動へのサポート体制を紹介。

検索システムにより、「成年後見制度利用促進」
の「自治体事例紹介」に掲載している取組事例
について、人口規模やキーワードなどで検索可能。

中核機関の取組事例集
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【参考】成年後見制度（任意後見制度と法定後見）のポスター
厚労省委託事業 任意後見・補助・保佐等の広報・相談強化・広報啓発一式（各種広報分）
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出典:成年後見制度利用促進ポータルサイト「ダウンロード資料集」 https://guardianship.mhlw.go.jp/download/



○ 機能拡大に向けてほかの自治体の取組を知りたい。中核機関関係

○ 協議会でどのような議題を取り扱うと有益な議論ができるか。協議会関係

○ 計画の策定に向けて、家裁と連携している事例が知りたい。市町村計画関係

○ 市民後見人養成にあたってバックアップ体制づくりの進め方を教えてほしい。担い手関係

○ 交付要綱の対象について、ほかの自治体の基準が知りたい。利用支援事業関係

○ 親族調査や意向確認の範囲、ルールについて教えてほしい。市町村⾧申立て関係

〇 都道府県アドバイザーの設置に向けて、他都道府県の取り組みが知りたい。
〇 専門職との連携について、ほかの自治体の取組を知りたい。アドバイザー関係

中核機関
38.1%

都道府県
16.1%

市区町村
20.3%

都道府県社協
16.1%

市区町村社協
2.5%

地域包括支援センター
3.4%

その他 3.4%

17

6

43

29

23

0 10 20 30 40 50

成年後見制度について

日常生活自立支援事業について

体制整備について

個別相談について

その他

３．権利擁護支援体制全国ネット（Ｋ -ねっと）の運営等



【参考】国民向け全国セミナーについて
厚労省委託事業 任意後見・補助・保佐等の広報・相談強化・広報啓発一式（相談体制強化及びシンポジウム等広報分）
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画像出典:令和７年度 K-ねっと全国セミナー チラシ

○全国各地から参加可能なオンライン形式でのシンポジウム、セミナー等の実施を通じて、国民向けに分かりやすく任意後見・補
助・保佐類型を含む成年後見制度の周知を行うことにより、権利擁護支援を必要とする人が早期に必要な支援につながり、また、
将来において早い段階から自らの権利擁護に関する支援の活用等についての検討を始められる契機とすることを目的とする。



４．任意後見制度に関する研修等について

○任意後見制度に特化した一体的な研修体系が整備されているわけではないが、成年後見制度の利用促進や権利擁護支援体制の整備
に関する研修等の中で、任意後見制度の理解促進、相談対応力の向上、地域での気づき・つなぎに資する内容が扱われている。

任意後見制度に関する研修等は、専用の一貫した体系ではなく、成年後見制度利用促進や権利擁護支援体制整備の研修等の中で、
「制度理解」「相談対応」「地域でのつなぎ」の観点から多層的に展開されている。 7

成年後見制度利用促進体制整
備研修・広報啓発一式
「成年後見制度利用促進体制
整備研修」

制度を正しく理解し、
本人の意思に基づく
相談に対応するための
知識を身につける

制度理解・相談対応の土台づくり
 基礎研修・応用研修等により、成年後見制度や権利擁護支援を体系的に

学ぶ
 応用研修では「任意後見等の理解」を扱い、相談対応に必要な制度理解

を深める

国研修

生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金
成年後見制度利用促進体制整
備推進事業
「都道府県による市町村支援
機能強化事業」

市町村・中核機関等が、
任意後見制度を適切
な選択肢として案内・
説明できる力を高める

市町村・中核機関等の相談対応力の向上
 都道府県が、市町村・中核機関等職員向け研修を実施する
 成年後見制度や権利擁護支援の必要性の理解、対応力の向上を図る
 地域の相談窓口が、任意後見制度を含む制度の選択肢を説明できる基盤

をつくる

都道府県
による
研修

生活困窮者就労準備支援事業
費等補助金
互助・福祉・司法における権
利擁護支援の機能強化事業
「都道府県による意思決定支
援研修等推進事業」

将来への備えのニーズに
気づき、適切な相談窓
口へつなぐ体制を整える

地域での気づき・相談へのつなぎ
 地域住民、福祉・司法関係者、民間事業者等に対し、権利擁護支

援の理解を促進する
 制度活用が有効な事案や、支援が必要な人を発見し相談につなげ

る重要性を周知する
 中核機関等の役割や相談先を共有し、地域での早期把握・相談接

続を支える

市町村
による
研修

該当事業・補助金



５．市町村における任意後見制度の周知・広報①
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全1,741市町村のうち、任意後見制度の周知・広報を実施している市町村は90.4％（1,573件、N=1,741）、実施していない市町村
は9.6％（168件、N=1,741）となっている。中核機関の整備状況別に見ると、中核機関整備済市町村では任意後見制度の周知・広
報を実施している市町村が91.9％（1,231件、N=1,340）、中核機関未整備市町村では85.3％（342件、N=401）となっている。

問:中核機関整備状況別の成年後見制度及び任意後見制度の周知状況

任意後見制度の周知成年後見制度の周知

実施していない実施している実施していない実施している

1681,573241,717件数
N=1,741 合計

9.6％90.4％1.4％98.6％割合

1091,23151,335件数
N=1,340 中核機関

整備済
8.1％91.9％0.4％99.6％割合

5934219382件数
N=401 中核機関

未整備
14.7％85.3％4.7％95.3％割合

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果
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周知・広報の対象を見ると、「家族・親族等」が78.7％（1,370件、N=1,741）、「本人」が77.9％（1,356件、N=1,741）と高く、
次いで「福祉関係者」が65.0％（1,132件、N=1,741）、「介護関係者」が61.9％（1,078件、N=1,741）、「民生委員」が
60.7％（1,057件、N=1,741）となっている。
問:任意後見制度やその相談窓口に関する周知や広報・啓発の対象者（複数回答）

77.9
(1,356)

78.7
(1,370)

31.9
(556)

60.7
(1,057)

45.1
(786)

35.4
(616)

44.7
(778)

65.0
(1,132)

61.9
(1,078)

24.9
(434)
25.4
(443)

13.2
(229)

29.1
(507)

13.2
(229)

12.0
(209)

19.0
(330)

43.0
(749)

9.5
(166)
9.6

(168)

0 20 40 60 80 100

本人

家族・親族等

当事者団体・家族会

民生委員

民生委員以外の地域関係者

保健関係者

医療関係者

福祉関係者

介護関係者

司法関係者

金融関係者

警察関係者

生活困窮関係者

居住支援関係者

子育て支援関係者

民間事業者

市町村職員

その他

実施していない N=1,741

％

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

５．市町村における任意後見制度の周知・広報②
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協議会を設置済みの1,034市町村における検討事項を見ると、「成年後見制度（法定後見）の周知・広報等に関すること」は51.8％
（536件、N=1,034）、「成年後見制度（任意後見）の周知・広報等に関すること」は38.4％（397件、N=1,034）となっている。

問:協議会における検討事項（複数回答）

53.5

30.2

26.6

44.4

82.2

75.1

45.6

47.3

50.2

38.5

30.9

33.9

51.8

38.4

40.0

22.7

24.0

20.6

28.0

20.6

14.4

23.8

18.1

5.2

0 20 40 60 80 100

権利擁護の相談支援に関すること（個別事例について）
権利擁護支援チームの形成支援に関すること（個別事例について）
権利擁護支援チームの自立支援に関すること（個別事例について）

市町村計画の策定や進捗状況の評価・見直し等に関すること
中核機関の整備・運営、機能強化等に関すること

地域連携ネットワークの関係者の理解促進や協力体制に関すること
家庭裁判所との連携に関すること

窓口の設定や相談フローなど相談体制に関すること
市町村⾧申立てや利用支援事業の運用、見直し等に関すること

日常生活自立支援事業等関連制度との連携に関すること
意思決定支援の浸透に関すること

後見人単独では解決できない共通課題への対応策に関すること
成年後見制度（法定後見）の周知・広報等に関すること
成年後見制度（任意後見）の周知・広報等に関すること

担い手の育成（市民後見人の養成）に関すること
担い手の育成（法人後見の担い手の養成）に関すること

権利擁護支援チームの支援の検討・協議（事例検討等を含む）
後見人等受任イメージの共有に関すること

受任調整のしくみづくりに関すること
受任調整会議の実施

後見人等への苦情への対応に関すること
市民後見人の支援に関すること
親族後見人の支援に関すること

その他 N=1,034

％

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

５．市町村における任意後見制度の周知・広報③

（553）

（312）

（397）

（275）

（777）

（850）

（459）

（536）

（351）

（319）

（398）

（519）

（489）

（471）

（213）

（290）

（213）

（248）

（235）

（414）

（54）

（187）

（246）

（149）
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47都道府県のうち、管内市町村における任意後見制度の利用者数を把握している都道府県は76.6％（36件、N=47）。
また、管内市町村における任意後見制度の利用者数を提供・共有している都道府県は70.2％（33件、N=47）。

問:権利擁護支援・体制整備支援に関して
実態把握を行っている情報・内容（複数回答）

95.7
(45)76.6

(36)21.3
(10) 89.4

(42)8.5
(4) 76.6

(36)63.8
(30)57.4

(27)53.2
(25)46.8

(22) 70.2
(33) 76.6

(36)46.8
(22)4.3

(2)0.0
(0)

0 20 40 60 80 100

管内市町村における体制整備の進捗
管内市町村が体制整備にあたって抱えている課題

管内市町村における成年後見制度（法定後見）の利用ニーズ
管内市町村における成年後見制度（法定後見）の利用者数

管内市町村における成年後見制度（任意後見）の利用ニーズ
管内市町村における成年後見制度（任意後見）の利用者数

管内市町村における日常生活自立支援事業の利用者数
管内市町村における市民後見の担い手に関する情報
管内市町村における法人後見の担い手に関する情報

管内市町村における専門職の担い手に関する情報
管内市町村における市町村⾧申立てに関する情報

管内市町村における利用支援事業（助成制度）に関する情報
成年後見制度利用促進において活用可能な国の補助金等の情報

その他
特に実態把握は行っていない

％

91.5
(43)53.2

(25)19.1
(9) 87.2

(41)10.6
(5) 70.2

(33)44.7
(21)40.4

(19)36.2
(17)31.9

(15) 57.4
(27)

59.6
(28)55.3

(26)2.1
(1)0.0

(0)

0 20 40 60 80 100

管内市町村における体制整備の進捗
管内市町村が体制整備にあたって抱えている課題

管内市町村における成年後見制度（法定後見）の利用ニーズ
管内市町村における成年後見制度（法定後見）の利用者数

管内市町村における成年後見制度（任意後見）の利用ニーズ
管内市町村における成年後見制度（任意後見）の利用者数

管内市町村における日常生活自立支援事業の利用者数
管内市町村における市民後見の担い手に関する情報
管内市町村における法人後見の担い手に関する情報

管内市町村における専門職の担い手に関する情報
管内市町村における市町村⾧申立てに関する情報

管内市町村における利用支援事業（助成制度）に関する情報
成年後見制度利用促進において活用可能な国の補助金等の情報

その他
特に実態把握は行っていない N=47

％

問:権利擁護支援・体制整備支援に関して
管内市町村に提供・共有している情報・内容（複数回答）

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

６．都道府県における任意後見制度の周知・広報①
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都道府県の協議会は、47都道府県のうち93.6％（44件、N=47）で設置されている。そのうち、家庭裁判所と「成年後見制度（任意
後見）利用者数に関する情報共有」を行っている都道府県は68.2％（30件、N=44）となっている。

86.4
(38)

68.2
(30)

40.9
(18)

27.3
(12)

11.4
(5)

4.5
(2)

13.6
(6)

6.8
(3)

9.1
(4)

2.3
(1)

2.3
(1)

2.3
(1)

0.0
(0)

18.2
(8)

0 20 40 60 80 100

成年後見制度（法定後見）利用者数に関する情報共有

成年後見制度（任意後見）利用者数に関する情報共有

司法手続の特徴、申立手続きの流れ等に関する理解の促進

担い手の確保・育成等の推進に関する必要な協力（研修等）

法人後見実施団体に関する情報共有

法人後見実施団体の選任状況に関する情報共有

市民後見人等の選任形態、受任イメージの共有

市民後見人等の選任状況に関する情報共有

意思決定支援の取組、日常生活自立支援事業、虐待対応等の…

権利擁護支援チームの支援に関わる連携（事例検討等含む）

受任調整に関わる連携協力（事例検討等含む）

苦情等対応に関する必要な連携協力

親族後見人の支援に関する連携の促進

その他 N=44

％

問:都道府県単位の協議会における家庭裁判所との連携内容（複数回答）

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

６．都道府県における任意後見制度の周知・広報②

意思決定支援の取組、日常生活自立支援事業、虐待対応等の
権利擁護支援の内容に関する理解の促進



都道府県の相談窓口は、47都道府県のうち74.5％（35件、N=47）で整備されている。このうち、相談窓口において「任意後見制度の
理解促進に向けた取組」を行っている都道府県は11.4％（4件、N=35）となっている。

６．都道府県における任意後見制度の周知・広報③
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問:都道府県の市町村からの相談窓口が実施している取組（複数回答）

65.7
(23) 82.9

(29)60.0
(21)45.7

(16)14.3
(5) 62.9

(22)57.1
(20)48.6

(17)54.3
(19)22.9

(8) 80.0
(28)65.7

(23)71.4
(25)11.4

(4) 68.6
(24)14.3

(5) 45.7
(16)40.0

(14)42.9
(15) 48.6

(17)
51.4
(18)14.3

(5) 42.9
(15)40.0

(14)45.7
(16)2.9

(1)

0 20 40 60 80 100

市町村・中核機関からの問合せに対し、適切な機関へつなぐ対応をしている

市町村の体制整備（中核機関、協議会、計画等）に関する相談に助言している

市町村・中核機関からの個別事案（権利擁護支援チームの支援）に関する相談に助言している

市町村・中核機関からの相談に対して、相談窓口の所在や相談内容を案内して…

都道府県による受任調整の検討・協議ができる体制の整備に取り組んでいる

相談対応や助言に際して、専門職団体の協力を得られる体制の整備に…

専門職団体と意見交換・相談できるネットワークを構築している

家庭裁判所と意見交換・相談できるネットワークを構築している

市町村・中核機関職員が情報交換・交流できる場を設けている

権利擁護支援チームの構成員（介護・福祉・医療機関、金融機関等）に…

市町村担当職員や中核機関向けの研修を実施している

研修で権利擁護支援の重要性や必要性を伝えている

研修で意思決定支援の浸透に取り組んでいる

任意後見制度の理解促進に向けた取組（研修・広報等）をしている

市町村⾧申立事務の理解促進に向けた取組（研修やマニュアル作成等）を…

市町村管理職等の権利擁護支援に関わる理解促進に向けた研修・広報等を…

管内市町村における体制整備の状況（中核機関の有無など）を比較して…

利用者数、市町村⾧申立件数、報酬助成件数などの数値を整理している

担い手（専門職、法人後見、市民後見）の確保・育成状況を整理している

市町村の実情や都道府県の取組について、市町村等と直接意見交換をしている

国・家庭裁判所・専門職等に対し、必要に応じて情報収集のための問合せをしている

都道府県と市町村・専門職・家庭裁判所等の取組の調整を行っている

都道府県レベルにおける市民後見人等の養成に関わっている

都道府県レベルにおける法人後見の担い手養成に関わっている

都道府県の担い手育成方針の検討・策定に関わっている

その他
N=35

％

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

相談対応や助言に際して、専門職団体の協力を得られる体制の整備に取り組んでいる

市町村・中核機関からの相談に対して、相談窓口の所在や相談内容を案内している

権利擁護支援チームの構成員（介護・福祉・医療機関、金融機関等）に情報提供や研修を行っている

市町村⾧申立事務の理解促進に向けた取組（研修やマニュアル作成等）をしている

市町村管理職等の権利擁護支援に関わる理解促進に向けた研修・広報等を行っている

管内市町村における体制整備の状況（中核機関の有無など）を比較して分析している



体制整備アドバイザーを配置している都道府県が68.1％（32件、N=47）のうち、任意後見制度の活用について助言を行っている都道府
県は25.0％（8件、N=32）となっている。

６．都道府県における任意後見制度の周知・広報④

14

問:体制整備アドバイザーの役割（複数回答）

65.6
(21)

100.0
(32)

68.8
(22)

53.1
(17)

40.6
(13)

50.0
(16)

37.5
(12)

25.0
(8)

43.8
(14)

34.4
(11)

28.1
(9)

68.8
(22)

28.1
(9)

25.0
(8)

37.5
(12)

56.3
(18)

34.4
(11)

46.9
(15)

25.0
(8) 28.1

(9)
0.0
(0)

0 20 40 60 80 100

成年後見制度や権利擁護支援に関する周知・啓発、研修の開催支援

中核機関の設置・運営に関する助言（体制整備、財源、手続き等）

協議会の設置や既存会議体の活用に関する助言…

市町村計画の策定や計画の見直しに関する助言

各相談支援機関や福祉分野（介護・障害・生活困窮等）との…

成年後見制度の利用判断や申立てに関する体制整備・マニュアル作成…

市町村⾧申立てに関する制度的・実務的助言…

成年後見制度利用支援事業の運用（交付要綱、助成額等）…

市民後見人等の育成・活躍支援…

法人後見の導入・活用に関する助言（研修、調整等）

法人後見の担い手養成に関する助言…

専門職後見人・専門職団体との連携体制づくりに関する助言

親族後見人の支援に関する助言

任意後見制度の活用に関する助言…

意思決定支援の理解促進と体制づくりに関する助言

受任者の調整・マッチングや受任イメージの共有に関する助言

後見事務の適正実施に関する助言（様式・ガイドの情報提供等）

家庭裁判所との連携体制の整備に関する助言

苦情対応に関する連携体制構築に関する助言

権利擁護支援チームのモニタリングやバックアップ体制に関する助言

その他 N=32

％

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

協議会の設置や既存会議体の活用に関する助言（要綱整備や運営工夫等）

各相談支援機関や福祉分野（介護・障害・生活困窮等）との連携体制づくり

成年後見制度の利用判断や申立てに関する体制整備・マニュアル作成支援

市町村⾧申立てに関する制度的・実務的助言（根拠法令、要綱見直し等）

成年後見制度利用支援事業の運用（交付要綱、助成額等）に関する助言

市民後見人等の育成・活躍支援（研修、リレー方式、報酬・保険等の助言）

法人後見の担い手養成に関する助言（養成研修、実施団体間の連携等）

任意後見制度の活用に関する助言（社協の取組、監督人の受任、広報等）



研修面では、成年後見制度や権利擁護支援の必要性に関する研修を実施している都道府県が89.4％（42件、N=47）のうち、研修内
容に「成年後見制度（任意後見）の概要」を盛り込んでいる都道府県は69.0％（29件、N=42）となっている。

1515

問:成年後見制度や権利擁護支援の必要性に関する研修の内容（複数回答）

88.1
(37)81.0

(34)69.0
(29)33.3

(14)31.0
(13) 69.0

(29)38.1
(16)28.6

(12)7.1
(3) 19.0

(8)14.3
(6)

0 20 40 60 80 100

権利擁護支援の必要性・重要性
成年後見制度（法定後見）の概要
成年後見制度（任意後見）の概要

日常生活自立支援事業などその他の権利擁護…
後見業務や権利擁護支援に関する模擬事例

成年後見制度利用促進の考え方・施策の概要
都道府県内の体制整備の状況

権利擁護支援や地域連携ネットワークの…
市民後見の仕組みや活動の紹介…

本人情報シートの概要や書き方等の紹介
その他

％

95.2
(40)92.9

(39)
47.6
(20) 71.4

(30)47.6
(20)21.4

(9)11.9
(5)4.8

(2) 66.7
(28)28.6

(12)9.5
(4) 26.2

(11)
26.2
(11)

11.9
(5)9.5

(4) 28.6
(12)4.8

(2)7.1
(3)

0 20 40 60 80 100

市町村職員
中核機関職員

日常生活自立支援事業職員
地域包括支援センター職員
基幹相談支援センター職員

市民後見人等
専門職後見人

親族後見人
市町村社会福祉協議会職員

都道府県社会福祉協議会職員
家庭裁判所職員

法人後見実施団体職員
都道府県職員

上記以外の地域住民
当事者団体・家族会

介護・福祉・医療の関係者
金融機関職員（銀行の子会社を含む）

その他

N=42

％

問:成年後見制度や権利擁護支援の必要性に関する研修の対象者（複数回答）

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

６．都道府県における任意後見制度の周知・広報⑤

日常生活自立支援事業などその他の権利擁護支援策の概要

市民後見の仕組みや活動の紹介（市民後見養成事業の紹介含む）
権利擁護支援や地域連携ネットワークの実践報告



７．任意後見制度の利用促進の実践事例 （東京都品川区）
「あんしん３点セット」（取組開始:平成14年度～）① ※令和7年度までの取組状況

対象地域
【面積】22.85㎢
【人口】 415,713人
【うち65歳以上】 80,546人
【高齢化率】 19.38％

※令和7年12月時点

背景・経緯

• 検討開始時期:平成12年
• 取組開始時期:平成14年６月
• 開始に至る経緯:平成12年品川区と品川社協協働の「権利擁護のしくみづくり検討委員会」の中で、身寄りのない方の将来の不安に

備えるために、任意後見契約をベースとした支援を検討。平成14年の品川後見センター開所とともにあんしんの３点セットの事業を開始。

事業概要、実施スキーム ステークホルダーの役割
【事業概要】
身寄りのない高齢者や障がい者等が元気なうちから将来の不安に備えられるよう、品川
区社協とのあんしん3点セットにより、見守りや手続き支援等の日常生活支援や任意後
見契約、遺言作成支援を提供している。
①あんしんサービス契約:月1回の支援員の訪問により、健康状態を確認し、適切な
時期に任意後見制度につなげる。その他、個別サービス（役所や入院の手続き代行
等）や重要書類の預かりを行う。
②任意後見契約:社会福祉協議会が公正証書で任意後見契約を結ぶ
③公正証書遺言作成支援:遺言作成の支援。社会福祉協議会が遺言執行者、葬
儀執行者になることができる。

【利用者の要件】
以下の全てに該当する品川区民
 65歳以上
 3点セットを結び、サービス利用

料等の支払いが可能な方
 単身高齢者または高齢者夫婦

のみ世帯、ほか障害がある方

【夜間・休日等の緊急連絡先及び
その対応】
原則行わない

【管理監督団体】
①品川区
〇品川区社会福祉協議会に補助金を交付
○品川区社会福祉協議会からの実施報告受付

②品川区社会福祉協議会（補助）
○実施主体
○品川区への実施報告
〇利用者の相談対応、あんしん3点セットの契約締結
○支援員への活動委嘱契約、支援員からの報告受付
○任意後見契約締結
○公正証書遺言作成支援

〈支援員〉
○品川区社会福祉協議会からの活動委嘱を受けて、月１回利用者を定期訪問する
〇個別サービス
○品川区社会福祉協議会に報告する

【利用者（区民）】
〇情報収集、品川区社会福祉協議会等に相談
〇社会福祉協議会とあんしん3点セットを契約
○契約に沿って見守り支援や任意後見、公正証書遺言作成支援等のサービスを受ける

品川区

品川区社会福祉協議会

補助

本
人

契約

実施報告

支
援
員

活動委嘱訪問後の
報告

サービス
提供

任意後見、
公正証書
遺言作成

支援
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７．任意後見制度の利用促進の実践事例 （東京都品川区）
「あんしん３点セット」（取組開始:平成14年度～）② ※令和7年度までの取組状況

相談→面接→申し込み→契約準備（必要に応じて審査会開催）→契約 ＊同席者は
必要なし、契約準備からサービス開始まで３ケ月～６か月程度

【自治体】 品川区
• 予算:837.4万円（令和７年度）

【相談対応・日常生活支援・入院入所の手続き支援・死後事務支援の体制】
• 常勤:２人 （あんしん居住サービスの業務と兼務）
• 非常勤:2人
• 支援員（訪問支援スタッフ）:延べ120人
• 相談対応者の要件:特になし
• 支援員の要件:市民後見人養成講座修了
• 利用者負担（目安）:契約手続き料金/基本料金 無料

※あんしんサービス個別サービス:１回/１時間500円

【工夫・配慮】
• 任意後見契約を３点セットの中に組み入れることで、判断能力の低下がみられた場合

は、予め結んだ任意後見契約に基づき、任意後見を発効できるようにしており、任意後
見監督人の選任をもって、あんしんサービスは契約を終了する。

• 相談・発見時点から、すぐに支援を必要とする場合には法定後見、将来の不安に備え
る場合にはあんしん３点セットでの任意後見へとつなげ、本人の状況判断能力の程度
に応じて多層的な制度活用を行っている。

• 任意後見契約、任意後見契約発効、契約終了等について、第三者で構成する運営
委員会にて審議を行っている。

• 公正証書遺言作成支援を行う際には、何度も面接を重ね、公証人、その他関係機関
等への相談なども活用し、意思決定支援を行っている。希望により、品川区社協が遺
言執行者、葬祭執行者になれるようにすることで、身寄りのない方の不安を解消している。

【効果】
• ケアマネジャー、医療ソーシャルワーカーや行政職員などとのスムーズな連携ができている。
• 利用者のQOL 向上や、死後の不安解消につながっている。
• 利用者の状況にあわせた見守り体制の確保、適切な時期での任意後見への移行がで

きている。

• 利用者負担を無料にしたことで利用対象が拡大し相談は増えたが、親族支援者がい
たり、公正証書遺言の作成支援だけを依頼したいなどニーズの不一致により対象外と
なる方もいる。

• 任意後見発効に至らないケースにおける、生前事務委任ニーズへ対応するサービスが
ない。

• 法律的に複雑なケース、多様化する死後事務に関する相談が増える中、社協だけで
は、すべてのニーズに対応できないこともあるため、法律の専門家との協働・連携を進
めていく。

• 相談、契約者ともに今後も増え続ける見込であるため、引き続ききめ細やかな対応を
するには、社協の職員体制の増強をはじめとする運営体制の強化が必須である。

• 資力のない方の死後事務ニーズに対しての、公的な支援（助成金）の充実が期待
される。

利用の流れ

現状の課題、今後の展開

工夫、配慮等

基本指標（R7.12時点）

【事業の実績】（過去1年分）
• 新規相談人数:68人
• 新規契約者数:9人
• フォロー中人数:15人

〈利用開始までの流れ〉

〈契約者の任意後見発効までの流れ〉

相談
受付

面談
月１回

ケース
会議 契約

平均2～6か月

認知機
能低下
把握

ケース
会議

運営委
員会

任意後
見発効

平均3～6か月

任意後
見発効
チーム
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中核機関:横浜市社会福祉協議会

（よこはま成年後見推進センター）

• 任意後見等に関する相談支援マニュアルを作成するとともに、マニュアルの解説動画を作成し、相談支援機関
や関係機関等に周知している。

• また、中核機関だけではなく、一次相談窓口を含む関係機関に対し、実務上の整理や周知広報を行うことで、
任意後見制度が相談者の選択肢の一つとなるよう取り組んでいる。

取組内容

18



９．現状・課題及び論点

•

•

•

現状・課題
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